第１号様式

企業投資活動事業計画認定申請書









年　　月　　日

尼 崎 市 長　様

　尼崎市企業投資活動促進条例第３条の企業投資活動事業計画の認定を受けるため、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

	申　　請　　者
	所在地
	

	
	事業者名
	

	
	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	資本金又は出資金
	【申請時点】　　　　　　　　　　　　　円

	
	従業員数
	【申請時点全事業所合計】　　　　　　　人

	
	
	尼崎市内に存する事業所合計　　　　人（左のうち市内居住者　　　人）

	
	業種及び事業概要
	

	
	担当部署

及び担当者名
	
	連絡先
	Tel:
Mail:

	対　象　施　設　の　概　要
	種別
	□工場　□事務所　□研究施設　□流通加工　□その他（　　　　）

	
	設 置 の 区 分
	□新設　□増設  □建替　□市内間移転　□設備更新

	
	都市計画用途地域
	□工業専用地域　□工業地域　□準工業地域　□その他（　　　　）

	
	所在地
	

	
	事業所名
	

	
	業種、事業及び製品

等の概要＊１
	

	
	事業投資予定額

（事業投資期間は概ね

３年間とする。）
	土　　地
	円


	
	
	家　　屋
	円

	
	
	償却資産
	円

	
	
	合　　計
	円

	対　象　施　設　の　概　要
	事業投資予定の
規模
	土　　地
	㎡(　　年　　月　　日　取得･賃貸借契約）

	
	
	家　　屋
(延べ床面積)
	㎡(　　年　　月　　日　取得･賃貸借契約）

	
	
	償却資産
	

	
	尼崎市内に存する事業所における

予定常勤従業員数
	　　　　　　　人（うち新規雇用　　人、異動    人）

※新規雇用　　人の内、　　人については尼崎市内居住者を雇用します。

	
	事業計画期間
	（着工）　　年　月　　日から（完了）　　年　月　　日

	
	操業開始予定日
	　　年　　月　　日



＊１業種には日本標準産業分類の中分類に掲げる業種を記載すること。

　　事業には日本標準産業分類の小分類に掲げる業種を記載すること。

＊２事業計画期間とは家屋の工事や償却資産の導入に要する期間を指す。事業計画期間外に取得した家屋や設備を補助の対象とすることはできない。
	課税情報の取得及び奨励金の開示に係る同意について

尼崎市企業投資活動促進条例（以下、「促進条例」という。）に基づく奨励金の支給にあたり、下記のことについて同意します。
１　投資活動促進条例第6条第1項第1号の規定により支給する企業投資活動奨励金の額を確定させる目的により、投資活動促進条例所管課が本市税務部局から税情報を取得すること。
２　投資活動促進条例第6条第1項第1号に規定する企業投資活動奨励金、及び同項第2号に規定する従業員市内居住奨励金の額を開示すること。


	暴力団排除に関する誓約について
尼崎市暴力団排除条例（以下「暴力団条例」という。）を遵守し、暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。

１　暴力団（暴力団条例第２条第２号に規定するもの）、暴力団員（同条第３号に規定するもの）又は暴力団密接関係者（同条第４号に規定するもの）に該当しないこと。

２　１の該当の有無を確定するため、尼崎市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出すること。

３　本誓約書及び役員名簿を尼崎市が兵庫県警察本部に提出するのに同意すること。


事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

［添付書類］

□企業投資活動事業計画書（事業所の立地を行おうとする理由、今後の目標及び事業展開などが含まれているもの）
□商業登記簿謄本又は登記事項証明書（個人事業主の場合は、住民票の写し）



□定款又は寄付行為の写し（個人事業主の場合は、規約等事業概要がわかるもの）



□申請時の前事業年度の営業報告書、損益計算書及び貸借対照表（個人の場合は、これらに相当する書類）










□申請時の前年度に課税されている尼崎市税に滞納がないことを証明する書類(納税証明書又は各税の領収証書等の写し)
□事業投資額を証する書類（土地、家屋及び償却資産の売買契約書、請負契約書又は見積書等の写しその他事業投資額をわかる書類）

□企業投資活動事業計画に係る対象事業の用に供する償却資産の明細書



□企業投資活動事業計画に係る事業所の位置図、対象施設等の配置図、対象施設の平面図
□企業・事業所の概要書（取扱商品、サービス内容が確認できるもの（会社概要、カタログ等））


□申請時において尼崎市内に事業所が存在する場合は、申請時点の同事業所に従事する従業員の雇用状況が確認できる書類（労働者名簿等(住所、氏名、採用年月日、雇用形態が記載されていること。)）

□共同企業体に係る届出を行う場合は、共同企業体協定書兼委任状（第２５号様式）
□その他市長が必要と認める書類
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